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べた。 i5億 RM全額を分権的雇用創出に充用することは， そもそも緊急計
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さて，雇用創出委員会では以上のヒトラーの発言を受けてシュヴエリーン・
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いう意図に基〈ものであったといえよう。報奨金の廃止によって自由となる財
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れたのである。また，ライヒ政府割当分のうち軍事的目的世主つ公共事業はい
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ユノ、ー ト Erich Lubbert を後任に推挙したが51)，ナチ党指導部はリュパート
の経済政策路線がゲーレケのそれに近いことを理由にゼノレテの提案を拒否し
た5z)。ライヒ雇用創出特命委員のポストは，ゲーレケ解任のあと一時的に職業
紹介・失業保険庁長官ジールプ FriedrichSyrup が兼任したが， 4月25日の
閣議においてこれを廃止し，雇用創出政策の立案・実施の権限を労働省，大蔵
省および軍事関係専管の特別委員会0)3者に委譲する ζ とが決定された日}。こ
49) B. Kohler， Wir wollen d田 Rechtauf Arbeit， in: Arb叫 ertum(Blatter fuγ Theorie 
und Praxis deγ NSBO) VOIn 15. L 1933， zit. nach: A. Bad自ら op.cit S. 128 
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パー トの経歴については.W. Grotkopp， op口九 S.38 Anm. 2を参照。
52) ]. Stelzner.op. cit.， S.67 
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式の廃止は7月13日まで延期されたが，その政策立案の権限はすでに実質的に苦働省，大蔵省の
手に事っtいた。 Vgl.WTB vom 26. 7. 1933， in: BA， R43IIj日正 B1.68 
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うしてエヅツドノレフ=グライスを中心とするゲーレケ路線の排除が完了したの
である。
V おわりに
以上において1933年 6月以前の雇用創出政策の政策決定過程の重要な諸側面
を考察したが，それを要約すれば次のとおりである。
権力掌握以後の政治・社会青勢はナナ党指導部にとって内政的権力基盤を固
めるにはなお不確定な要素を含んでいたため，ナチ政府は不況対策のための明
確な政策路線と独自由新しいプログラムを打ち出すことを回避せざるをえなか
った。そのため， 1933年前早期の雇用創出政策は，基本的に，パーベγおよび
ジュライヒャー内閣の手で準備されたプログラムを引き継ぎ，その枠内で展開
されたのである。しかし，そうした従来の政策の枠組のなかでナチスの軍事政
策的戦略目標を実現するために許容された自由行動領域ほ決して小さくなく，
ナチ党指導部はそれを最大限に利用したといえよう。パーベγ計画および緊急
計画の部分的修正や人事政策上の変更を重ねながら， ナチ党指導部は「民生
的・分権的雇用創出」から「軍事的・集権的雇用創出」へなし崩し的に政策の
重点を移行させるのに成功したのである。そのかぎりにおいて 2月初めの
「雇用創出政策における軍事的利害の絶対的優先」に関するヒトラーの指令ほ，
たんに政策意図の表明にとどまらず， 1933年前半期のナチ雇用創出政策の展開
過程を現実に規定していたといえよう。
こうした「軍事的雇用創出の優位Jによって特徴づけられる1933年前半期り
政策路線が 1933年春以降のナチ・レジームの政治・社会|青勢の新たな展開士
前にしてどのように転換していったかを考察することが，次補D課題である。
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